
 

1 

令和６年度 鹿児島大学学生海外研修支援事業実施要領 

                            

                                                          

令和５年１２月１４日 

学生海外研修支援事業選考委員会決定 

１．趣旨 

この要領は、鹿児島大学学生海外研修支援事業実施要項（平成 22年６月 22日学長裁定。以下「実施要

項」という。）に基づき、鹿児島大学（以下「本学」という。）で実施する学生海外研修支援事業（以下

「海外研修事業」という。）の実施に関して必要な事項を定める。 

 

２．事業年度 

海外研修事業は、事業年度ごとに行い、４月～翌年３月 15日までに学部、研究科、共通教育センター等

（以下「学部等」という。）で実施する海外研修を対象とする。ただし、第３第１項（２）タイプＢにつ

いては、事業年度ごとに４月～翌年３月 31日までに開始する海外研修を対象とする。 

 

３．支援対象となる海外研修 

（１）本学で実施する海外研修で以下のすべてを満たすもの 

① 地域社会のグローバル化や活性化に寄与する人材の育成を目的とし、シラバスに記載された授業

として単位付与を行う研修 

② 実渡航期間が、タイプＡについては８日以上 30日以内のもの、タイプＢについては 31日以上１

学期以下のもの。 

③ 実施部局が定めた危機管理ガイドラインに従って実施される研修 

（２）その他学長が必要と認める研修 

 

 

４．支援対象となる学生 

(１) 支援は正規の学生（学部生、大学院生）を対象とし、交換留学生等の非正規の学生（学部生や大 

学院生以外の科目等履修生、特別聴講学生、特別研究学生、研究生など）は含まない。 

(２) 本事業の対象となる海外研修に参加する学生への支援は、タイプＡについては各学習段階（共通

教育科目、学部専門科目、大学院科目）ごとに１回かつ、各事業年度１回限りとする。タイプＢ

については、一人１回限りとする。 

*高度共通教育科目は、共通教育科目とする。 

*６年制学部においては、学部専門科目において４年次までに１回、５−６年次に１回まで支援可

能とする。 

（３） 海外研修担当者による推薦順位に基づき、本事業選考委員会が対象者を決定する。なお、海外研

修担当者は、過去に本事業による支援を受けていない学生を優先して順位づけを行うこと。 

（４） 支援の条件として、学生は海外研修に参加し、単位を取得することを原則とする。 

 

 

５．支援の内容 

タイプＡ・タイプＢ共通 

(１) 支援対象の海外研修における派遣学生の渡航費(エコノミークラスの国内･国外航空運賃)を、下

記に定める金額を上限として支援する。ただし、渡航費が支援上限額以下の場合、その実費相当

額を支援する。 

※JASSO海外留学支援制度等、別の助成金と併給する場合、助成目的（渡航費支援や奨学金等）

が異なる場合に限る。 
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渡航費支援 

研修先（国・地域） 渡航費支援額の上限 

韓国・台湾 30,000円 

中国・東南アジア 50,000円 

南アジア・オセアニア・中東 80,000円 

北米・欧州 100,000円 

南米・アフリカ 150,000円 

上記以外の国・地域 選考委員会において協議 

 

 

(２) 危機管理に関わる事故対応補償費用等を支援する。 

 

(３) JASSO制度に採択された海外研修に参加する学生で、奨学金受給資格を満たしているが、支援資格

に含まれない外国人留学生（正規生）及び採択枠不足のため奨学金が受給できない学生には、下記

に定める金額を月額給付する。ただし、１年目の採択枠を基準に割り当て減少分（２年目３割、３

年目５割）を上限とする。支給基準は JASSO制度の支援規則に準ずる。 

 

留学先（国・地域） 支援額 

指定都市 100,000円 

甲地域 80,000円 

乙地域 70,000円 

丙地域 60,000円 
※地域の区分は「国家公務員等の旅費に関する法律」（昭和25年法律第114号）及び「国

家公務員等の旅費支給規定」（昭和25年大蔵省令第45号）による。 

 

（４）タイプＢに限り、派遣先機関における授業料相当額（学費・登録料）が必要な場合、150,000円を

上限に、実費額を支援する。 

 

※（１）～（４）の支援額は予算を勘案し変更される場合もある。また学長が必要と認める場合、その

他の経費を支援する。 

 

６．申請の手続き 

支援対象事業に申請する場合は、次の申請書類等を、原則として令和６年１月３１日（水）までに提

出する。 

 

① 鹿児島大学学生海外研修支援事業申請書（別紙１） 

② 学生海外研修プログラム計画書（別紙２） 

③ 研修日程表（別紙３） 

④ 緊急連絡体制（別紙４） 

⑤ 授業シラバス（案） 
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※同じ研修で２種類以上の異なる科目を実施する場合については、対象学生の学習段階に応じた目標や

成果の区別が分かるよう申請書に記載し、科目ごとに申請書を提出すること。 

※１つのシラバスで複数の研修先に派遣する科目については、申請書は１つに集約し、研修日程表（別

紙３）を研修先ごとに提出すること。 

 

７．選考 

（１） 選考委員会が選考基準（別紙）を総合的に判断してタイプ別に行う。原則として、一定の基準に

達している研修を採択する。なお、前年度に採択された海外研修のうち、危機管理等の特別な理

由なく不開講であった海外研修、あるいは実際に支援を受けた人数が選考時の支援希望人数の半

分未満であった海外研修は、計画性の観点で不適切とみなし、他の海外研修を優先的に採択す

る。 

 

（２） 審査において、委員によって申請内容に修正が必要と判断されたものについては、海外研修担当

者に修正を求めることがある。 

 

（３） 選考の採否の決定は、３月中旬に申請者に通知する。 

 

８．選考通過後の手続き 

（１） 採択された海外研修について、当該年度の予算が確定次第、選考時の支援希望人数をもとに配分 

額を調整し、派遣人数と支援金額について申請者に通知する。 

 

（２） 通知に基づき、海外研修担当者は、次に掲げる申請書類等を、原則として渡航月の２ヶ月前の25 

日までに提出する。 

 

① 鹿児島大学学生海外研修支援事業申請書（別紙１） 

② 学生海外研修プログラム計画書（別紙２） 

③ 研修日程表（別紙３） 

④ 緊急連絡体制（別紙４） 

⑤ 海外研修参加学生リスト（別紙５） 

⑥ 授業シラバス 

 

※①〜④については、選考時に提出した申請書類から変更がある場合、変更点について赤字で記す。 

 

９．計画変更の手続き 

（１） 海外研修参加学生リストをもとに、各学部等の海外研修担当者が推薦する参加学生について、支

援対象であるか学生部国際事業課で再確認を行う。 

（２） 採択時からの計画変更がある場合、日程や訪問先の一部、参加人数の変更など軽微な変更につい

ては書類提出により認める。研修目的や内容、訪問地域の変更等は、選考委員会で審議し、採択

を取り消す場合もある。特に、危機管理に関しては、最新の情報に照らして安全体制について再

確認を行う。 

 (３)  渡航前２ヶ月以降に、研修の内容（研修先日程等）及び派遣学生に変更が生じた場合は、直ちに当

 該海外研修を開講する学部等の承認を経て、学生部国際事業課に報告すること。 

 

１０．研修の実施 

 ９．に定める手続き後、大学が指定する保険加入の手続きが完了したことを確認した上で研修を実施する。 
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１１．報告 

（１） 実施要項第６に基づき報告は、申請者は海外研修終了後１か月以内に海外研修担当者及び参加者の学

生全員の海外研修報告書（教員報告書（別紙６－１）、学生報告書（別紙６－２））を学長に提出する。

（以下「報告書等」という。） 

※報告書は、本事業に採択された研修に参加する引率教員・学生全員が提出する必要がある。 

 

（２） 報告書の内容及びその記載分量が著しく不足している（研修の成果が明らかになっていない等）

場合、あるいは、申請書に記載された内容と著しく異なる場合は、選考委員会の議を経て、支援を

取消すことがある。 

 

（３） 大学が依頼する評価調査又は進路調査に協力すること。 

 

１２．支援金の支給 

渡航費支援には、領収書とＥチケットが必要となる。学生の名前、航空券の金額、行先、日程など詳細がわ

かるものを提出すること。授業料支援については、領収書と授業料の金額がわかるものを提出すること。 

記載事項に不備がある場合には支援の対象とならない。 

支援金の支給は、報告書等が提出された後、参加学生の銀行口座に支払う。 

 

１３．問い合わせ 

海外研修事業に係る問い合わせ先は、学生部国際事業課とする。  
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（別紙） 

〈申請書の記載項目と審査基準〉 

 

（１） 外部資金 

本研修を実施することを目的とした外部資金※に採択済み、もしくは応募中であるか。「ある」の場合、

外部資金の名称と応募人数を記載すること。外部資金取得研修が優先される。 

※独立行政法人日本学生支援機構奨学金（JASSO）等 

 

（２） 研修の目的・概要・学習成果（シラバス記載の内容を含む） 

① 事前事後学習を含む研修全体の目的と概要 

単位化されており学習段階（共通教育科目、専門科目、大学院科目）にふさわしい目的と活動内容

が設定されているか。また、研修目的を達成するために必要な学習機会が事前・事後に確保されて

いるか。 

② 研修全体の学習成果(Student Learning Outcomes)  

伸ばしたい学生の能力を質的、量的に測ることができる形で明記し、それを確認する方法（レポー

ト、プレゼンテーション、語学検定など）を設けているか。 

 

※同一研修で２つ以上の科目（学部科目と大学院科目など）を実施する場合、対象学生の学習段階に応じた

異なる目的や学習成果が記載されている必要がある。 

 

（３） 国際共修の企画 

研修には、下記Ａ～Ｄのいずれかの国際共修の要素を含むものとする。国際共修とは、日本人学生と

外国人学生が共に学ぶことを指す。外国人学生には、本学に在籍する外国人留学生や、海外受入機関の

学生が含まれる。インターンシップ等の受入機関が大学ではない場合は、受入先と本学との連携にもと

づき、企画段階から評価まで共同で実施される必要がある。 

 

Ａ.学術交流協定校との「双方向協働学習」  

「双方向協働学習」の条件として以下を満たすこと。 

a. 学術交流協定に基づき実施すること 

b. 隔年であっても、派遣と受入を双方向に実施すること 

c. 海外研修実施において両大学のエフォートやリソース提供があること 

d. オンライン授業と実渡航期間を合わせて全海外研修期間を１学期以上とすること 

e. 受入においては本学の単位もしくは修了書を与えること 

f. 受入においては特別遠隔聴講生の在籍身分を与えることが望ましい 

 

Ｂ.海外連携校（学術交流協定校以外も含む）との「オンライン国際協働学習（COIL）」の活用 

「オンライン国際協働学習（COIL）」の条件として以下を満たすこと。 

a. オンラインを活用した協働学習を派遣の事前・事後学習に組み込み、実渡航期間と合わせて31日以上

の継続的な交流機会を確保すること 

b. 科目の実施において、連携大学とシラバスの共有（目的や学習成果、評価方法等に両大学の担当者の

合意）があること 

c. 科目実施において、両大学のエフォートやリソースの提供があること 

d. 両大学の学生の参加があること 

e. 授業料等が相互に免除であること 

f. 各大学で科目化され、単位があること 
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Ｃ.本学の外国人留学生との協働学習を組み込んだ科目  

海外研修の事前・事後学習として、本学の外国人留学生（派遣国である必要はない）と協働学習を実施 

し、全体として１学期以上の継続的な協働学習の機会を確保したもの。例えば、外国人留学生と互いの 

言葉を学び合うタンデムラーニングや、留学生への学習支援（TA）等を継続的に行うなど、派遣学生自 

身のコミュニケーション能力や多様な視点を育成する企画となっており、協働学習の実施状況や成果を 

確認する手段が確保されていること。 

 

Ｄ.現地機関との長期的交流を含む科目  

上記の協働学習よりも交流対象の範囲を広げたもので、交流相手（カウンターパート）に、現地の住民 

やその他の機関を含む。現地カウンターパートと実渡航期間を越えた、長期間の交流に基づいて実施す 

る研修を指し、以下の要件を含むこと。 

a. 研修の目的、手段等をカウンターパートと協議した上での企画内容（危機管理対応を含む）であ 

ること 

b. 事後に研修の成果をレポート、ビデオ、ポスター、報告会（オンライン含む）等により、現地カ 

ウンターパートに還元する計画があること 

c. 研修成果に対し、現地カウンターパートからフィードバックを得る仕組みが整っていること。 

 

① 上記の「Ａ.双方向協働学習」、「Ｂ.オンライン国際協働学習（COIL)」、「Ｃ.留学生との協働学習 

又は「Ｄ.現地機関との長期間交流」のいずれのタイプに該当するか。 

 

② 内容と実施方法 

上記の国際共修の相手機関、内容（協働学習のテーマや課題）、実施回数や時間、実施方法（対面、

オンライン同期、オンライン非同期）などは適切に計画されており、実現可能であるか。 

 

（４） 地域のグローバル化推進 

研修内容は、事業の目的である、地域のグローバル化や活性化に将来的に資する取り組みとなっている

か。例えば、 

a. 多文化共生への取り組み（外国人等の暮らしやすい社会の構築） 

b. 地域課題への取り組み（地域資源の開発や海外発信、政策提言） 

c. その他、地域の自治体及び産業界等との連携による取り組み 

 

（５） 研修実施の体制、特に危機管理について 

① これまでに同様の目的の海外研修を企画運営した実績数：３回以上、２回、１回、実績なし 

 

② カウンターパートとの連携体制 

学術交流協定校（以下、協定校という。）との共同企画かどうか。協定校以外の場合、海外研修実施

に関する合意（書）が整っているかどうか。合意（書）等が無い場合にも、密接な連携の下で実施

しているか。 

 

③ 緊急時の連絡体制 

現地での事故や病気への対応について、カウンターパートの支援が期待できるか。 

 

④ 危機管理についての指導・助言 

オリエンテーション等で学生に危機管理についての指導・助言を充分に行っているか。引率の有無

や人数は学習段階や内容にふさわしいか。引率がない場合は、現地受入機関によるサポートがどの

ように確保されているのか。 
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（６） 成果の発信方法 

報告会開催や報告書作成等により、学内外に広く研修成果の発信が計画されているか。 

 

（７） 海外研修の発展性 

海外研修実施によって将来的に期待される成果として、海外研修の発展性について具体的計画があるか。

例えば、 

a. 国際協働学習、双方向交流の制度化（単位の付与、在籍身分の付与等） 

b. 協定校への派遣留学や協定校からの留学生受入れの計画 

c. 連携強化に向けた研究者交流、シンポジウム企画、授業等の具体的計画 


